
お申し込みは裏面の申込書をご利用ください

東京社会保険労務士協同組合
社会保険実務図書の特別提供のご案内

令和７年３月

お申し込み締切　令和７年５月31日まで

東京都社会保険労務士会の会員の皆さまに㈱社会保険研究所の実務図書の特別販売をご案内申し上げます。
購入ご希望の方は、裏面申込書に必要事項をご記入のうえ、FAXにてお申し込みください、

※表紙写真は旧版を使用

育児休業マニュアルシート（令和７年度版）�
A4判観音折り・8頁／定価：本体 450円＋税10％（税込495円）

（監修）ドリームサポート社会保険労務士法人
⃝�改正育児・介護休業法や改正雇用保険法などによって令和７年４月以降に施行される育児休業および給付に関
する改正事項、求められる対応、必要な届出書類、手続などを含めてコンパクトに掲載しています。

⃝�具体的な改正事項として、出生後休業支援給付金（育児休業等給付の手取り10割）や、育児の時短勤務に対
する育児時短就業給付金の創設など、雇用保険制度の給付の改正のほか、子の看護休暇の拡大（子の看護等休
暇）、妊娠・出産の申出をした労働者や子が３歳になる前の労働者に対する個別の意向確認と配慮、育児と仕
事の両立支援に向けたテレワーク（努力義務）、育児休業の取得状況の公表義務の対象拡大、柔軟な働き方を
実現するための措置の義務づけなどがあります。

⃝�合わせて育児休業等期間中の社会保険料免除や、雇用保険の育児休業等給付の受給に必要となる手続等を含め
て解説。育児休業等を利用する従業員への説明用の資料として、あるいは社会保険労務士の方が顧問先に育児
休業等の手続等を説明する際の資料としても活用いただけます。

22 令和7年4月発刊予定商品No.480714

介護休業・介護保険マニュアルシート（令和７年度版）�
A4判観音折り・8頁／定価：本体 450円＋税10％（税込495円）

（監修）ドリームサポート社会保険労務士法人
⃝�改正育児・介護休業法によって令和７年４月から、会社（事業主）は、40歳に到達する従業員が介護に直面す
る前の早い段階で、介護休業や介護保険制度など、介護と仕事の両立支援制度に関する制度等の理解と関心を
深めるため、以下の制度等の情報提供を行うことが義務づけられます。

　①介護休業に関する制度、介護両立支援制度等（制度の内容）
　②介護休業・介護両立支援制度等の申出先（例：人事部など）
　③介護休業給付金に関すること
　①～③と併せて介護保険制度に関しても周知することが望ましいとされています。
⃝�本シートは、こうした義務に対応する会社（事業主）の説明用資料として活用いただけるよう、介護休業や介
護休暇、介護と仕事の両立支援に関して会社側に求められる体制整備（法令事項）のほか、介護保険制度を利
用するにあたって必要となる、地域の相談窓口（地域包括支援センターなど）、介護サービスの種類や概要、
要介護認定の申請方法、ケアマネジャーの役割、利用料金などをわかりやすく整理しています。

33 令和7年4月発刊予定商品No.480830

①高年齢雇用継続給付の支給率縮小
②育児時短就業給付の創設
③出生後休業支援給付の創設
④出生時育休給付の支給申請早期化
⑤育休給付の延長申請厳格化
⑥子の看護等休暇の対象拡大
⑦所定外労働の制限の対象拡大
⑧育児休業取得状況公表義務の対象拡大

⑨育児・介護のテレワーク
⑩介護労働者への個別周知・意向確認
⑪40歳労働者に対する介護の情報提供
⑫仕事と介護を両立する雇用環境整備
⑬介護休暇の対象拡大
⑭介護休業等の判断基準見直し
⑮教育訓練休暇給付の創設
⑯健康保険証の経過措置期間終了

⑰妊娠・出産時の個別意向の聴取・配慮
⑱子が３歳前の個別意向の聴取・配慮
⑲柔軟な働き方を実現するための措置
⑳養育両立支援休暇の創設
�障害者雇用率の引き上げ
�雇用保険の適用拡大

掲
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令和７年以降に変わる22のポイント

労働・社会保険法令の改正対応リスト（令和７年度版）�
A4判・24頁／定価：本体 500円＋税10％（税込550円）（監修）ドリームサポート社会保険労務士法人
⃝�本書は、令和７年以降に改正が予定されている労働法令及び労働保険・社会保険関係法令等について、会社と
して対応が必要となる事項を中心に、改正のポイント、実務上の留意点などを横断的にリスト化して、簡潔に
わかりやすく整理しました。

⃝�従業員の労務管理等に携わる企業の総務・人事担当者や社会保険労務士の皆様に役立つ一冊です。

11
令和7年4月発刊予定商品No.460602



労働保険の事務手続（令和7年度版）�
A4判40頁／定価 本体 450円＋税10％（税込495円）
⃝�本書は、企業の人事部や総務部で労働保険に関する業務に従事する方々に向けて、労災保険および雇用保険の
概要を解説するとともに、業務上中心となる手続の方法をまとめました。

⃝�巻頭の特集企画では、令和７年度の雇用保険料率の見直し（予定）や、雇用保険の高年齢者雇用継続給付の支
給率の引き下げ（最大15%→10%）、新たな育児休業等給付（出生後休業支援給付、育児時短就業給付）など
の改正について、ポイントや手続を整理しています。

44 令和7年4月発刊予定

働き方改革関連特集企画
労働保険の概要
　労働保険とは
　労災保険の概要
　雇用保険の概要

　労働保険料
労働保険の主な事務手続
　従業員を雇用したとき
　労働保険の年度更新
　育児休業を開始したとき

　介護休業を開始したとき
　高年齢雇用継続基本給付金の受給資格期間と支

給申請
　被保険者が離職・死亡したとき
COLUMN
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商品No.220412

社会保険のてびき（令和７年度版）�
A5判552頁予定／定価 本体 2,500円＋税10％（税込2,750円）
⃝�健康保険・厚生年金保険を中心に社会保険のしくみと給付を詳しく、わかりやすく解説した入門書です。
⃝�国民健康保険・退職者医療制度・後期高齢者医療制度・介護保険・労働保険の概説など日常業務に必要なすべ
ての事項を網羅。

⃝�健康保険の給付と年金給付（老齢給付・障害給付・遺族給付）をていねいに解説しています。

55 令和7年4月発刊予定

Ⅰ　健康保険・厚生年金保険のしくみ
　　社会保険の種類
Ⅱ　健康保険の給付
　□給付の種類
　■特定健康診査・特定保健指導の実施
Ⅲ　年金給付

児童手当／労働保険／年金委員・健康保険委員
　１．児童手当の要点
　２．労働保険の要点
　３．年金委員・健康保険委員
　■日本年金機構・年金事務所・事務センター一覧
　■全国健康保険協会本部・支部一覧

　■街角の年金相談センター一覧
　■年金に関する電話での問い合わせ
　■地方厚生（支）局一覧

▪◇掲
載
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商品No.200037

年金相談の手引（令和７年度版）�
A5判912頁予定／定価 本体 4,800円＋税10％（税込5,280円）
⃝�厚生年金保険・国民年金の受給要件・諸手続を図解や記載例等を用い、法令に基づきわかりやすく解説した年
金実務書の決定版。昭和48年の初版以来、年金実務に携わる方の手引書として、信頼と実績を得ています。

⃝年金記録問題と特例措置、被用者年金一元化法、年金機能強化法、持続可能性向上法等に対応しています。

77 令和7年5月末発刊予定

第１章　年金制度のしくみ
第２章　国民年金と厚生年金保険の給付
第３章　旧法による老齢給付
第４章　年金の請求、支払、支給停止等
第５章　年金請求の手続
第６章　年金受給者の手続
第７章　旧公共企業体の三共済組合に係る経過措

置
第８章　旧農林漁業団体職員共済組合に係る経過

措置
第９章　社会保障協定による特例措置
第10章　一元化前の共済組合等と恩給の給付
第11章　年金相談先一覧

（付録１）年金記録問題と特例措置

（付録２）被用者年金一元化による主な改正点と
経過措置

（付録３）受給資格期間の短縮について
（付録４）「年金制度機能強化法」による主な改正

点
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令和６年度版

令和６年度版
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年金相談の手引
令和６年度版

年金相談の手引

定価：5,280円（本体 4,800円＋税10%）

商品No.300435

年金のてびき（令和７年４月版）�
A5判132頁予定／定価 本体 700円＋税10％（税込770円）
⃝�国民年金と厚生年金保険の適用と給付のしくみについてわかりやすく解説しています。
⃝�年金額の計算方法なども解説したセミプロレベルの解説書です。
⃝�老齢、障害、遺族の各給付について、詳しくしかもコンパクトに解説した、年金の格好の手引書です。

88 令和7年4月発刊予定

●年金制度のしくみはどうなっているのか
　１．基礎年金と厚生年金／２．国民年金に加入

する人／３．国民年金の保険料／４．厚生年金
に加入する人／５．厚生年金の保険料

●老齢になったときの年金は
　１．老齢基礎年金／２．被扶養配偶者の振替加

算／３．60歳台前半の老齢厚生年金／４．60
歳台前半の老齢厚生年金と繰上げ支給の老齢
基礎年金／５．65歳からの老齢厚生年金／６．
旧法の老齢年金／７．通算老齢年金

●外国人等の年金は
●国民年金基金・厚生年金基金に加入した人の年

金は
●障害者になったときの年金は
●死亡したときの年金は
●年金の手続と問い合わせ

掲
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商品No.300534

社会保険の事務手続 総合版（令和７年度版）�
A4判136頁予定／定価 本体 1,400円＋税10％（税込1,540円）
⃝�健康保険・厚生年金保険の被保険者の資格取得の決定、標準報酬月額の決め方、定時決定と算定基礎届、随時
改定と月額変更届、保険料の納め方など平易に解説した事務テキストです。

⃝�労働保険の解説と主な届出様式の記載例も収載しています。

66 令和7年4月発刊予定

社会保険トピックス 
Ⅰ標準報酬月額の決定と改定
　１　標準報酬月額の決め方
　２　定時決定と算定基礎届
　３　随時改定と月額変更届
Ⅱ保険料と被保険者期間

　１　保険料の計算と納め方
　２　標準賞与額と賞与支払届
　３　資格取得届と被保険者証
　４　被扶養者の健保と年金
　５　資格喪失届と継続加入
　６　電子申請と電子媒体申請

健康保険の給付
年金給付
社会保険の相談窓口
　年度更新を行うとき

掲
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社会保険の
事務手続

実務に役立つ

令和6年度版

総合版
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版

令和 6年 4月発行／社会保険研究所　〒101-8522　東京都千代田区内神田 2-15-9 The Kanda282　電話 03（3252）7901 ㈹

ISBN978-4-7894-3260-1
C3032 ￥1400E

定価：本体 1,400円＋税
（不許複製）

●マイナンバーカードの保険証利用
●被扶養者要件に「国内居住」追加

●公的年金・企業年金制度の改正
●年金額はプラス 0.2％の改定
●年金額を改定するルールの見直し

年　金
●社会保険手続の電子申請利用
●働き方改革関連法が順次実施へ
●現物給与にかかる価額について改定

その他健康保険

社会保険の事務手続［総合版］
商品No.220234



年金マニュアルシート（令和７年度版）�

A4判観音折り8頁／定価 本体 450円＋税10％（税込495円）
⃝老齢基礎年金・老齢厚生年金の概要、年金受給の手続などについて、わかりやすくコンパクトに説明しています。
⃝これから年金受給者となる方などに対して、制度の説明、老齢年金の受け取り方、請求手続の方法等を、ビジュ
アル重視でわかりやすく編集しています。

令和7年3月発刊予定商品No.33062899

１．何年加入したら受けられる？−受給資格
２．いつからいくら受けられる？−国民年金・厚
生年金

３．働きながら受ける年金−在職老齢年金

４．雇用保険との調整
５．60歳台前半の老齢厚生年金と繰上げの老齢基
礎年金

６．年金請求書（国民年金・厚生年金保険老齢給

付）記入例
７．65歳時の請求手続と繰下げ受給
８．年金手帳と年金証書

掲 

載 

予 

定

障害年金マニュアルシート（令和７年度版）�

A4判観音折り8頁／定価 本体 450円＋税10％（税込495円）
⃝初診日や障害認定日など障害年金に特有の手続の流れに沿ってスムーズに請求できるように説明しています。
⃝年金請求書の記入例のほか、診断書などの添付書類一覧も掲載。

令和7年3月発刊予定商品No.330903

１．障害年金の請求手続の流れ
２．初診日はいつか？
３．障害認定日に規定の障害の状態にあるか？
４．初診日が年金加入期間中にあるか？
５．どんな障害年金が受けられるか？

６．障害年金はいくらか？
７．いつから受けられる？
８．書類作成上のポイントや注意点
９．障害年金の請求・相談の窓口
10．年金請求書（国民年金・厚生年金保険障害給

付）記入例
11．病歴・就労状況等申立書 記入例
12．受診状況等証明書、受診状況等証明書が添付
できない理由書 記入例

13．年金手帳と年金証書

掲 

載 
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1010
60歳
▼

65歳
▼

国民年金の被保険者期間 年金を受給するまでの待期期間

障害年金マニュアルシート障害年金マニュアルシート障害年金マニュアルシート令和6年度版

※上の表の病名だけで障害年金が認定されるわけではありません。障害の状態により、複数の様式の診断書を併せて使用することもあります。

■発症から障害年金支給までの手続の流れ

■請求手続の流れ

初診日から1年6カ月経過した日、あるいは1年6ヵ月以内に傷病が治った（症状が固定した）日

障害の原因となった傷病について、初めて医師または歯科医師の診療を受けた日

カルテ＊が残っておらず、初診日がわからない場合など　＊カルテの保存期間は医師法第24条2で5年間と規定されています。

身体障害者手帳の写し、身体障害者手帳交付時の診断書の写し、交通事故証明書の写し、労災の事故証明書の写し、
事業所等の健康診断の記録の写し、診療受付簿、入院記録、インフォームド・コンセントによる医療情報サマリー、
当時の診察券、お薬手帳、糖尿病手帳、投薬袋、健康保険の療養給付記録、民間保険会社への提出資料の写しなど

障害等級表の に該当する状態1級 2級 3級（厚生年金保険） 障害手当金（厚生年金保険）

発症
▼

初診日
▼

障害認定日
▼

請求
▼

支給開始
▼

1年6ヵ月

審　査

●はじめて2級以上による障害年金

●事後重症の障害年金

年金証書と年金コードの見方

■厚年・国年共通の年金
　手帳

■国民年金手帳
　

■基礎年金番号導入後の
　年金手帳

■新・基礎年金番号通知書
　

■基礎年金番号通知書
　

■厚生年金保険被保険者証
　

【平8.12～平9.2交付】【平9.1～令4.3交付】 【昭49.11～平8.12交付】

【昭19.6～昭49.10交付】

【昭35.10～昭49.10交付】

発行／株式会社　社会保険研究所(不許複製)
〒101-8522 東京都千代田区内神田2-15-9 The Kanda 282
TEL.03(3252)7901
定価：本体450円＋税10％（税込495円）  
監修／社会保険労務士 望月厚子
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＊当初は水色、その後おおむね
5年ごとに色が変わる。

＊上は昭和29年5月から昭和49年10月まで交付。

施　術　等

人工透析療法

人工骨頭または
人工関節挿入置換
心臓ペースメーカーまたは
ICD（植込み型除細動器）、
人工弁の装着
人工肛門造設または
尿路変更術

障害認定日とされる日

療法開始から３カ月経過した日

遷延性植物状態 3ヵ月経過日以後、回復が望めないとき

施術の行われた日

装着日

造設・施術日から
6カ月経過した日

障害認定日とされる日

切断・離断の日

創面（傷口）治癒日

全摘出日

療法開始日

6カ月経過日以後の症状固定日

施　術　等

切断・離断

造設日新膀胱の造設

切断・離断（障害手当金）

喉頭全摘出

在宅酸素療法

脳血管障害による運動機能障害

■初診日の例外規定
状　　況

同一傷病で転医があった場合

同一傷病で再発している場合

誤診の場合
じん肺症（じん肺結核を含む）の場合 

生来性の知的障害（精神遅滞）

障害の原因となった傷病の前に相当因果関係があると認め
られる傷病が認められる場合

初診日となる日

最初に医師等に診療を受けた日

再発後、医師等の診療を受けた日

健康診断を受けた日

正確な傷病名が確定した日でなく、誤診をした医師等の診療日

じん肺症と診断された日

出生日

最初の傷病の初診日

区　　分 主な傷病

1．眼の障害 （様式第120号の1） 白内障、緑内障、ブドウ膜炎、眼球萎縮、癒着性角膜白斑、網膜脈絡膜萎縮、
網膜色素変性症、糖尿病性網膜症など ＊令和4年1月に視覚障害の障害認定基準
が改正されました。

5．呼吸器疾患の障害
 

（様式第120号の5）
肺結核、じん肺、気管支喘息、慢性気管支炎、膿胸、肺線維症、
慢性呼吸不全、気管支拡張症など

7．腎疾患、肝疾患、糖尿病の障害

 
（様式第120号の6-⑵）

糖尿病性腎症、慢性腎炎、ネフローゼ症候群、慢性糸球体腎炎、慢性腎不全、
肝硬変、多発性肝膿痬、肝がん、糖尿病、糖尿病性と明示されたすべての合併症など

8．血液・造血器、その他の障害

 

（様式第120号の7）

悪性新生物（がん）、再生不良性貧血、溶血性貧血、血小板減少性紫斑病、
凝固因子欠乏症、白血病、悪性リンパ腫、多発性骨髄腫、
ヒト免疫不全ウイルス感染症（HIV）、慢性疲労症候群、化学物質過敏症など

2．聴覚、鼻腔機能、平衡機能、
　  そしゃく・嚥下機能、言語機能の障害
 （様式第120号の2）

メニエール病、感音性難聴、突発性難聴、
頭部外傷または音響外傷による内耳障害、薬物中毒による内耳障害、
外傷性鼻科疾患、咽頭摘出術後遺症、上下顎欠損、失語症など

3．肢体の障害 （様式第120号の3）
上肢または下肢の離断または切断障害、上肢または下肢の外傷性運動障害、
脳卒中、脳軟化症、重症筋無力症、関節リウマチ、ビュルガー病、脊髄損傷、
進行性筋ジストロフィー、変形性股関節症、脳脊髄液減少症など

4．精神の障害 （様式第120号の4）
認知症、老年性精神病、脳動脈硬化症に伴う精神病、アルコール精神病、
頭蓋内感染に伴う精神病、そううつ病、てんかん性精神病、統合失調症、
自閉症、アスペルガー症候群、注意欠陥多動性障害、高次脳機能障害など

6．循環器疾患の障害
 

（様式第120号の6-⑴）
慢性心包炎、リウマチ性心包炎、慢性虚血性心疾患、冠状動脈硬化症、
狭心症、心筋梗塞、僧帽弁閉鎖不全症、大動脈弁狭窄症、高血圧性心疾患、
高血圧性腎疾患（脳溢血による運動障害は除く）など

■障害年金の対象となる主な傷病の例

■障害認定日の特例

※65歳以降の厚生年金保険の被保険者期間中に初診日がある場合には、障害基礎年金は支給されません。
　なお、この場合の1級、2級の障害厚生年金には最低保障額（3級と同額）が設けられています。

※初診日が平成3年5月1日前の場合は保険料納付要件が異なります。
※法改正により、平成28年3月31日から10年間、特例措置の期間が延長されました。

または

3ヵ月程度

初
診
日
を
確
認

初診日
▼

初診日
▼

国民年金の被保険者期間

20歳
▼

全期間の3分の2以上

初診日のある月の前々月
▼

初診日
▼

保険料納付済保険料免除滞納学生納付特例

初診日の前日において、初診日のある月の前々月までの公的年金に加入しなければならない期間のうち、保険
料納付済期間か免除期間（学生納付特例期間・保険料納付猶予期間を含む）が3分の2以上あること。
なお、20歳前の年金制度に加入していない期間に初診日がある場合は、納付要件は不要。

◆初診日が令和8年4月1日前にある場合【保険料納付要件の特例措置】 　
初診日の前日において、初診日のある月の前々月までの1年間に保険料滞納期間がないこと。
（初診日に65歳未満の場合に限る）
1年前
▼

初診日のある月の前々月
▼

初診日
▼

保険料納付済保険料免除学生納付特例

厚生年金保険の被保険者期間中に初診日のある病気やけがで、
障害等級1級または2級の障害の状態になった場合

初診日
▼

厚生年金保険の被保険者期間

厚生年金保険の被保険者期間中に初診日のある病気やけがで、
3級の障害の状態になった場合 ３級の障害厚生年金

厚生年金保険の被保険者期間中に初診日のある病気やけがが
5年以内に治り（症状が固定し）、３級よりもやや軽い規定の障害
が残った場合

障害手当金（一時金）

1級または2級の障害厚生年金
＋

1級または2級の障害基礎年金

区分の（　）内は診断書の様式

人工呼吸器・胃ろう 6カ月経過日以後の恒久的措置日

障害者手帳と障害年金
　

●障害者手帳の窓口

　障害者手帳には、「身体障害者手帳」「知
的障害者の手帳」（愛の手帳、療育手帳
など）「精神障害者保健福祉手帳」の3
種類があり、それぞれ規定の障害の程度
に該当する場合に交付されます。これら
の手帳に記載された障害の程度と、公
的年金制度における障害年金の障害等
級は異なりますので、ご注意ください。
なお、精神障害者保健福祉手帳は障害
年金の障害等級にほぼ準拠しています。

障害者手帳については、市区町村役場の
「障害福祉」担当窓口や保健所・保健セ
ンターなどにお問い合わせください（公的
年金制度の障害年金の窓口とは異なりま
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●初診日とは…

●参考になる主な書類

●障害認定日とは…

●規定の障害の状態とは…

障害が重く
なったとき

障害認定日に規定の障害の状態になかった人が、その後に障害が重くなった場合には、
再度、障害年金を請求することができます。

障害認定日に規定の障害の状態になかった人が、その後、その障害が悪化して障害等級2級以上（厚生年金保
険は障害等級3級以上）の障害の状態になった場合には、65歳に達する日の前日（65歳の誕生日の前々日）ま
でに請求すれば、請求月の翌月分から障害年金が支給されます。
なお、老齢基礎年金を繰上げ受給している場合は、事後重症の請求はできません。

障害認定日に障害等級１級・2級の障害の状態になかった人が、65歳に達する日の前日（65歳の誕生日の前々
日）までに、後発の障害と合わせて障害等級１級・2級以上の障害の状態になった場合には、本人の請求によりそ
の翌月分から障害年金が支給されます（請求書の提出は65歳以降でもかまいません）。ただし、後発の障害（基
準障害）において加入要件、保険料納付要件を満たす必要があります。
※すでに3級の障害年金を受けていても、後発の障害（基準障害）により障害等級1級・2級に該当するように

なった場合には、1級・2級の障害年金を請求することができます。

●国民年金の場合の加入要件

●保険料を納付しているか？【保険料納付要件】

●厚生年金保険の場合の加入要件

※障害厚生年金・障害手当金を受けるためには、障害基礎年金と同様の保険料納付要件を
　満たしていることが必要です。共済組合等の組合員においても同様の加入要件・保険料
　納付要件を満たしていることが必要です。

国民年金の被保険者期間中（第3号被保
険者・任意加入被保険者も含む）に初診
日のある病気やけがで障害等級1級また
は2級の障害の状態になった場合

60歳以上65歳未満で日本国内に住んでいる老齢基礎年金の待
期者が、この期間中に初診日のある病気やけがで障害等級1級
または2級の障害の状態になった場合。ただし、老齢基礎年金
の繰上げ受給をしていないこと
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■主な年金コード一覧

平成27年10月から初診日を確認する方法が緩和されました。初診日を証明する書類がないときには、「初診日を証明するのに参考と
なる書類」を添付します。初診日を合理的に推定できるような一定の書類を提出することで、申し立てた日を初診日として認めることが
できるようになりました。

医学的見地からただちに治療が必要と認められる健診結果で
あり、請求者本人から健診日を初診日とするよう申立てがあった
場合（健診日を証明する資料が必要）

※年金事務所等で初回相談時に「障害年金請求キット」を受け取ります。相談終了時には、「障害年金請求ご相談シート」のコピーが渡されます。

本商品のコピー、スキャン、デジタル化等の無断複製は著作権法上、禁じられています。

年金の手続の際にマイナンバーを記入する場合には、届出者ご本人の「本人
確認」が必要です。本人確認では、「番号確認」と「身元確認」を行います。

マイナンバーによる手続について

番号確認と身元確認がカード１枚
で可能です。郵送の場合、両面を
コピーします。

マイナンバーカードをお持ちの場合

表面

裏面

以下のもので、番号確認と身元確認をしてく
ださい。郵送の場合、それぞれコピーを添付
します。

マイナンバーカードをお持ちでない場合

番号確認 身元確認
運転免許証
またはパスポート
など

住民票（マイナンバー付き）、
通知カード　など

❶❽❸ ❷

※通知カードは令和2年5月25日に廃止されましたが、氏
　名・住所等が住民票と同じであれば、引き続き確認書
　類として利用できます。

通知カード通知カード

【令4.4～交付】

起因する疾病があっても社会的治癒が認められる場合 その後に初めて医師の診療を受けた日

〈新法〉(国民年金・厚生年金)
1150→老齢基礎・老齢厚生（一般厚年）
1120→老齢厚生（国共済厚年）
1130→老齢厚生（地共済厚年）
1140→老齢厚生（私学厚年）
1350→障害基礎・障害厚生（一般厚年）
1320→障害厚生（国共済厚年）
1330→障害厚生（地共済厚年）
1340→障害厚生（私学厚年）
1450→遺族基礎・遺族厚生（一般厚年）
1420→遺族厚生（国共済厚年）
1430→遺族厚生（地共済厚年）
1440→遺族厚生（私学厚年）
5350→障害基礎
6350→障害基礎(20歳前障害)
2650→障害基礎(障害福祉年金決定替分)
6450→遺族基礎
5950→寡婦

〈旧法〉(厚生年金)
0130→老齢
0230→通算老齢
0330→障害
0430→遺族
0930→通算遺族

〈旧法〉(国民年金)
0120→老齢
0520→通算老齢
0420→老齢(5年年金)
0620→障害

〈新法〉(共済)
1170→退職共済
1370→障害共済
1470→遺族共済

〈旧法〉(共済)
0160→退職年金

障害年金の請求手続の流れ1

初診日はいつか？2

年金手帳と年金証書13初診日が年金加入期間中にあるか？【加入要件】4 障害認定日に規定の障害の状態にあるか？3

ライフプランマニュアルシート（令和７年度版）�

A4判観音折り8頁／定価 本体 450円＋税10％（税込495円）
⃝健康・介護・年金・雇用保険からの給付をコンパクトに収録。
⃝人生上のリスクに対応した社会保険・労働保険からの給付の説明に最適です。

令和7年3月発刊予定商品No.450213

１．病気・けがをしたとき
２．障害の状態になったとき
３．介護が必要になったとき

４．老齢・退職したとき
５．死亡したとき

掲 

載 

予 

定

1212

退職者のための健康・雇用保険マニュアルシート（令和７年度版）

A4判観音折り8頁／定価 本体 450円＋税10％（税込495円）�
⃝健康保険と雇用保険の給付内容と届出手続をわかりやすくコンパクトに説明しています。
⃝『年金マニュアルシート』と併用すれば会社退職予定者等への退職時の社会保険の説明に最適です。

商品No.260744

健康保険
１．退職したら加入する健康保険を選ぶ
２．加入の手続はこうする

３．健康保険で受けられる給付
雇用保険
１．雇用保険で受けられる給付

２．60歳以後も引き続き働く−高年齢雇用継続給付
３．雇用保険と60歳台前半の老齢厚生年金との調整

掲 

載 

予 

定

1313
令和7年3月発刊予定

社会保険・
労働保険のガイダンス 新入社員マニュアルシート（令和７年度版）�

A4判観音折り8頁／定価 本体 450円＋税10％（税込495円）
⃝�本シートは、新入社員研修をはじめ、会社が社員を採用した際に社会保険・労働保険についてガイダンスを行う際のツールです。
⃝�入社後のライフステージや給与明細の見方、労働時間や休日の説明から始まり、社会保険および労働保険のしくみのポイントや、
育児や介護にかかわる休業・休暇についても掲載しています。

令和7年3月発刊予定商品No.4807781414

１．入社後のライフステージと社会保険
２．会社員の働き方と休み方
３．健康保険（健康保険組合・協会けんぽ）

４．労災保険
５．雇用保険
６．年金制度（公的年金・私的年金）

７．給与明細書・被保険者証・年金手帳掲 

載 

予 

定

遺族年金マニュアルシート（令和７年度版）�

A4判観音折り8頁／定価 本体 450円＋税10％（税込495円）
⃝遺族年金の支給要件を図解。
⃝年金額や請求手続、受給後手続も年金相談の流れに沿って説明しています。
⃝年金請求書や各種届出の見本も掲載。

令和7年3月発刊予定商品No.330913

１．遺族年金のかたち
２．遺族基礎年金　
３．遺族厚生年金

４．年金請求書（国民年金・厚生年金保険遺族給
付）記入例

５．遺族年金を受ける権利がなくなるとき−失権

６．その他の遺族年金に関する手続
７．寡婦年金・死亡一時金
８．年金手帳と年金証書

掲 

載 

予 

定
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マイナンバーカードをお持ちの場合 マイナンバーカードをお持ちでない場合

番号確認と身元確認がカード1枚
で可能です。郵送の場合、両面を
コピーします。

表面

裏面

以下のもので、番号確認と身元確認をして
ください。郵送の場合、それぞれコピーを
添付します。

番号確認 身元確認

通知カード通知カード

遺族年金遺族年金令和6年度版

年金証書と年金コードの見方

■厚生年金・国民年金
　共通の年金手帳

■国民年金手帳
　

■基礎年金番号導入後の
　年金手帳

■新・基礎年金番号通知書 ■基礎年金番号通知書
　

■厚生年金保険被保険者証
　

■厚生年金基金加入員証

■厚生年金保険年金証書〈旧法〉

■国民年金証書〈旧法〉

【平9.1～令4.3交付】 【平8.12～平9.2交付】 【昭49.11～平8.12交付】

【昭19.6～昭49.10交付】

【昭35.10～昭49.10交付】

発行／株式会社 社会保険研究所（不許複製）　〒101-8522 東京都千代田区内神田2-15-9 The kanda 282
TEL.03(3252)7901  定価：本体450円+税10%（税込495円）  監修／社会保険労務士 望月厚子  令和5年3月版新規裁定の場合

(大正15年4月１日以前の生まれ)

(大正15年4月１日以前の生まれ)

＊当初は水色、その後おおむね
　5年ごとに色が変わる。

＊上記は昭和29年5月～昭和49年10月まで交付。

＊各厚生年金基金によって異なる。

遺族年金

死亡した人が加入していた年金制度と遺族によって、受けられる遺族年金は下表のとおりです。

遺族の種類
死亡した人が加入していた年金制度

国民年金のみ
遺族基礎年金
遺族基礎年金

寡婦年金または死亡一時金＊2

厚生年金保険
遺族基礎年金＋遺族厚生年金
遺族基礎年金＋遺族厚生年金

遺族厚生年金

・18歳到達年度末日（3月31日）を経過していない子
　または
・20歳未満で障害年金の障害等級1級または2級の子
＊婚姻していない場合に限る。
＊ 死亡した当時、胎児であった子も出生以降に対象（要手続）。
＊「その他の遺族」に含まれる「孫」についても同様。

●遺族基礎年金が支給される死亡した人の条件

●遺族基礎年金を受けられる遺族の条件 ●遺族基礎年金の額（年額）＊新規裁定の場合

死亡した人が次の要件に該当した場合に遺族基礎年金が支給されます。

遺族基礎年金が支給される条件（支給要件）に該当する死亡した人に
生計を維持されていた次の遺族が遺族基礎年金を受けられます。

・被保険者または老齢基礎年金の
　受給資格期間（年金制度への原
　則25年以上の加入＊など）を満
　たした人が死亡したとき。

支給要件 保険料納付要件 令和8年4月1日前の場合は…ただし ただし

子のある配偶者＊1

子
その他の遺族

遺族年金でいう「子」とは…

20歳
▼

死亡日のある月の前々月
▼

死亡日
▼

学生納付
特例 滞納 保険料

免除
保険料
納付済

保険料を納めた期間には…

・全額免除のほか、4分の1免
　除、半額免除、4分の3免除、
　保険料納付猶予、学生納付
　特例の期間も含まれる。

保険料を免除された期間には…

①子のある配偶者
②子
＊ただし、「子」については、次の場合は支給停止となる。
・配偶者が遺族基礎年金を受けている場合
・生計を同じくするその子の父または母がいる場合

・将来にわたって年収850万円以上の収入（または年
　額655万5,000円以上の所得）を得られない状態。

「生計を維持されていた」とは…

死亡した人に生計を維持されていた「子のある夫」も遺
族基礎年金を受けられます。ただし、平成26年4月1日以
降に父子家庭になった場合に限ります。

●子のある配偶者が受給する場合

＜子の加算額＞＋
＜基本額＞

 

＜第2子以降の子の加算額＞＋

・第1子と第2子　

●子が受給する場合

＊子1人あたりの年金額は、上記の合計額を子の数で割った金額。

●遺族厚生年金が支給される死亡した人の条件
死亡した人が次の支給要件のいずれかに該当した場合に遺族厚生年金が支給されます。

支給要件

①被保険者が死亡したとき
②被保険者期間中に初診日のある傷病で初診日から5年以内に死亡したとき
③1級・2級の障害厚生年金を受けられる人が死亡したとき
④老齢厚生年金の受給権者または受給資格期間を満たしている人が死

亡したとき＊

＊平成29年8月1日に老齢年金の受給資格期間が10年に短縮されま
したが、遺族年金は原則25年以上の加入期間が必要です。

・遺族基礎年金と同様、死亡した人につい
　て保険料納付済期間（保険料免除期間も
　含む）が国民年金の加入期間の3分の2
　以上ある。

①②の場合の保険料納付要件

ただし

令和8年4月1日前の場合は…

ただし
①②の場合は
保険料納付要
件を満たしてい
る必要がある。

●遺族厚生年金を受けられる遺族の条件
遺族厚生年金が支給される条件（支給要件）に該当する死亡した人に
生計を維持されていた下記の遺族が遺族厚生年金を受けられます。

①子のある妻、または子、子のある55歳以上の夫　②子のない妻
③孫　④子のない夫、父母、祖父母（いずれも55歳以上で、支給さ
れる場合は60歳から）
＊子のある配偶者、子は遺族基礎年金も併せて受けられる。

遺族厚生年金を受けられる遺族には優先順位がある！

＜①が受ける場合＞ ＜②が受ける場合＞＜③④が受ける場合＞

遺族厚生年金 遺族厚生年金 遺族厚生年金

遺族基礎年金
＋ ＋

中高齢の加算・
経過的寡婦加算（ ）

1位：子のある配偶者（夫は55歳以上）または子
2位：子のない妻または55歳以上の夫
3位：父母（55歳以上）
4位：孫
5位：祖父母（55歳以上） ●遺族厚生年金の額（年額）

①被保険者が死亡したとき
②被保険者期間中に初診日のある傷病で初
　診日から5年以内に死亡したとき
③1級・2級の障害厚生年金を受けられる人
　が死亡したとき

死亡した人の条件が…

④老齢厚生年金の受給権者または受給資格
　期間を満たしている人が死亡したとき＊

＊原則25年以上の加入が必要です。

死亡した人の被保険者期間の月数を最低300月
（25年）とみなして年金額を計算

死亡した人の実際の被保険者期間で年金額を
計算

遺族厚生年金の額は…

死亡した人の老齢厚生年金（報酬
比例部分） ×  3/4

⇒ A＋B

A平成15年3月以前の被保険者期間

平均標準
報酬月額

平成15年3月
までの被保険者
期間の月数

7.125
1000× ×

B平成15年4月以後の被保険者期間

平均標準
報酬額

平成15年4月
以後の被保険者
期間の月数

5.481
1000× ×

長期要件の
遺族厚生年金

●中高齢の加算
次の①②のいずれかに該当する妻が受ける遺族厚生年金には
中高齢の加算がつきます。

●経過的寡婦加算

                 妻の生年月日
昭和  2年４月1日以前
昭和  2年４月2日～昭和 ３年４月１日
昭和  ３年４月２日～昭和 ４年４月１日
昭和  ４年４月２日～昭和 ５年４月１日
昭和  ５年４月２日～昭和 ６年４月１日
昭和  ６年４月２日～昭和 ７年４月１日
昭和  ７年４月２日～昭和 ８年４月１日
昭和 ８年４月２日～昭和 ９年４月１日
昭和 ９年４月２日～昭和10年４月１日
昭和10年４月２日～昭和11年４月１日
昭和11年４月２日～昭和12年４月１日
昭和12年４月２日～昭和13年４月１日
昭和13年４月２日～昭和14年４月１日
昭和14年４月２日～昭和15年４月１日
昭和15年４月２日～昭和16年４月１日
昭和16年４月２日～昭和17年４月１日
昭和17年４月２日～昭和18年４月１日
昭和18年４月２日～昭和19年４月１日
昭和19年４月２日～昭和20年４月１日
昭和20年４月２日～昭和21年４月１日
昭和21年４月２日～昭和22年４月１日
昭和22年４月２日～昭和23年４月１日
昭和23年４月２日～昭和24年４月１日
昭和24年４月２日～昭和25年４月１日
昭和25年４月２日～昭和26年４月１日
昭和26年４月２日～昭和27年４月１日
昭和27年４月２日～昭和28年４月１日
昭和28年４月２日～昭和29年４月１日
昭和29年４月２日～昭和30年４月１日
昭和30年４月２日～昭和31年４月１日
昭和31年４月２日以後

●老齢厚生年金と遺族厚生年金が受けられる場合
妻が65歳以後、自分の老齢厚生年金㋐と遺族厚生年金㋑
を同時に受けられる場合、㋐または㋑または㋒（老齢厚生年
金の1/2＋遺族厚生年金の2/3）の3つから高額となる受け
方の年金額が受けられます。なお、㋐㋑㋒のいずれにおいて
も妻自身の老齢基礎年金は全額支給されます。

妻が65歳になると妻自身の老齢基礎年金を受けられるので、中
高齢の加算がなくなり、妻の生年月日（昭和31年4月1日以前生ま
れに限る）に応じた額の経過的寡婦加算が受けられます。

妻に中高齢の加算がつく条件

①夫が死亡したとき、40歳以上65歳未満で、生計を維持して
いる子がいない

②40歳に達した当時、子がいるため遺族基礎年金と遺族厚
生年金を受けていた妻が、子が18歳到達年度末日（子が1
級・2級の障害の状態にある場合は20歳）に達し、遺族基礎
年金が受けられなくなったとき

＊ただし、長期要件による場合は、夫の厚生年金と共済年金
の加入期間が合計20年以上（厚生年金保険の中高齢の特
例に該当するときは15年～19年以上／この場合は共済年
金の加入期間を除く）あることが条件です。

●子のない40歳以上65歳未満の妻が受ける遺族厚生年金のかたち

＜子のない妻＞

中高齢の加算＋遺族厚生年金

①のケース

②のケース

妻65歳夫死亡・妻40歳以上

遺族厚生年金

中高齢の加算

夫死亡 妻65歳子18歳到達年度末日妻40歳

遺族厚生年金
中高齢の加算遺族基礎年金

遺族厚生年金
経過的寡婦加算

夫死亡・妻40歳以上 妻65歳

中高齢の加算

妻の老齢基礎年金

㋐ ㋑ ㋒

＋妻自身の
老齢厚生年金

遺族厚生年金

夫の老齢厚生
年金の3/4（ ）

妻自身の老齢厚生
年金の1/2

遺族厚生年金の2/3
（夫の老齢厚生年金の1/2）

㋑ ㋒

妻自身の老齢
厚生年金の1/2

遺族厚生年金の2/3
（夫の老齢厚生年金の1/2）

遺族厚生年金
（夫の老齢厚生年金の3/4）

遺族厚生年金

妻自身の
老齢厚生年金

㋑または㋒を受ける場合

（
差
額
）

または

妻自身の老齢厚
生年金が全額支
給され、㋑または
㋒との差額が遺
族厚生年金とし
て支給される。

＊1：平成26年4月1日から「子のある妻」より「子のある配偶者」に改正されました。
＊2：第1号被保険者としての保険料納付期間が36ヵ月以上ある人が老齢・障害基礎年金を
　　 受けずに死亡した場合（死亡時に第2号被保険者でも可）に受けられます。

老齢厚生年金（報酬比例部分）の計算式
■年金受給選択申出書

他の年金を受ける権利ができたときなど一人
で2つ以上の年金を受けられるようになった
ときは、「年金受給選択申出書」を提出して、
いずれか1つの年金を受けることになります。

　　　　最寄りの年金事務所、または街角の
年金相談センター（オフィス）および各共済組
合等

提出先　

65歳以上で、年金の種類によっては、例外と
して2つ以上の年金を受けることができる場
合もあります。年金の選択にあたっては、最寄
りの年金事務所、または街角の年金相談セン
ター（オフィス）および各共済組合等にお問
い合わせください。

例外的に2つ以上の年金が
受けられる場合も…

■経過的寡婦加算の額

㋐㋑㋒のうちからいずれか高額となる年金額が支給される

＊短期要件と長期要件の
両方に該当する場合は、
どちらか一方を選択しま
す。

経過的寡婦加算は昭和31年4月1日
以前に生まれた妻に支給されます。

＊長期要件の場合、計算式の7.125/1000および5.481/1000
　は死亡した人の生年月日に応じた乗率となります。
＊共済組合等の加入期間もある場合には、加入期間ごとに遺
　族厚生年金の額を計算し、その額を合算します。

・死亡した人が被保険者の場合は
保険料納付済期間（保険料免除
期間も含む）が保険料を納付すべ
き期間のうちの3分の2以上ある。

・国民年金の第2号被保険者
（厚生年金保険・共済年金の
加入者）期間のうち20歳以上
60歳未満の期間や第3号被保
険者（第2号被保険者の被扶
養配偶者）の期間も含まれる。

・死亡日に65歳未満であれば、死亡日のあ
る月の前々月までの1年間の保険料を納
付しなければならない期間のうちに、保
険料の滞納がなければ受けられる。

・死亡日に65歳未満であれば、死亡日の
ある月の前々月までの1年間の保険料を
納付しなければならない期間のうちに、
保険料の滞納がなければ受けられる。

＊65歳前は自分（妻）の老齢厚生年金と遺族厚生年金のどちらか有利なほうを
　選択します。選択にあたっては年金受給選択申出書（2頁参照）の提出が必要
　です。

※対象者は65歳未満なので、中高齢の加算は新規裁定者の額となります。

795,000円

795,000円
＜基本額＞

・第3子以降

各228,700円 各76,200円

596,300円

加算額
594,500円
564,015円
535,789円
509,579円
485,176円
462,400円
441,094円
421,119円
402,355円
384,694円
368,043円
352,317円
337,441円
323,347円
309,977円
297,275円
277,460円
257,645円
237,830円
218,015円
198,200円
178,385円
158,570円
138,755円
118,940円
99,125円
79,310円
59,495円
39,680円
19,865円

特例

父子家庭も遺族基礎年金が受けられます。

短期要件の
遺族厚生年金

全期間の
3分の2以上

※平成27年10月に被用者年金一元化法が施行され、共済組合等の組合
　員等においても同様の保険料納付要件を満たしていることが必要にな
　りました。

■主な年金コード一覧
〈新法〉(国民年金・厚生年金)
1150→老齢基礎・老齢厚生（一般厚年）
1120→老齢厚生（国共済厚年）
1130→老齢厚生（地共済厚年）
1140→老齢厚生（私学厚年）
1350→障害基礎・障害厚生（一般厚年）
1320→障害厚生（国共済厚年）
1330→障害厚生（地共済厚年）
1340→障害厚生（私学厚年）
1450→遺族基礎・遺族厚生（一般厚年）
1420→遺族厚生（国共済厚年）
1430→遺族厚生（地共済厚年）
1440→遺族厚生（私学厚年）
5350→障害基礎
6350→障害基礎(20歳前障害)
2650→障害基礎(障害福祉年金決定替分)
6450→遺族基礎
5950→寡婦

※被用者年金一元化法により、共済組合等の組合員等が死亡した場合の
　遺族厚生年金が受けられる遺族の条件が左記に統一されました。

××××

年金 花子

××××××××××××
ネンキン ハナコ

××× ××××

×× ×××× ××××

5 6 18

1 1 5 0
1 4 5 0

34 03 15※被用者年金一元化法により、遺族厚生年金および経過的寡婦加算の額は１円単位
　となりました。また、各支払期における年金額に１円未満の端数が生じたときは、切り
　捨てた端数の合計額が翌年２月の支払額に追加されます。
※対象者は68歳以上となるので、加算額は既裁定者の額となります。

××××××××××××

＊老齢年金の受給資格期間が10年に短縮されましたが、
　遺族年金は25年以上の加入が必要です。

遺族年金のかたち

遺族基礎年金

本商品のコピー、スキャン、デジタル化等の無断複製は著作権法上、禁じられています。

マイナンバーによる手続について
年金の手続の際にマイナンバーを記入する場合には、届出者ご本人の「本人確認」が
必要です。本人確認では、「番号確認」と「身元確認」を行います。

遺族厚生年金年金手帳と年金証書

1

2

❶❽❸ ❷

38

住民票（マイナンバー
付き）や通知カード　など

※通知カードは令和2年5
月25日に廃止されまし
たが、氏名・住所等が住
民票と同じであれば、引
き続き確認書類として
利用できます。

××××××××

運転免許証または
パスポート  など

なし

【令4.4～交付】

平成

＊共済組合の年金を受給している人（請求中
　の人も含む）は、様式第202号を使います。

〈旧法〉(厚生年金)
0130→老齢
0230→通算老齢
0330→障害
0430→遺族
0930→通算遺族

〈旧法〉(国民年金)
0120→老齢
0520→通算老齢
0420→老齢
　　　(5年年金)
0620→障害

〈新法〉(共済)
1170→退職共済
1370→障害共済
1470→遺族共済
＜旧法＞（共済）
0160→退職年金

特例



お申し込みは裏面の申込書をご利用ください

事　務
処理欄 CD 一括 売分 5047 外税 送計 有 配区 R日 営担 19

※太枠の中のみご記入ください。� ※ご注文は、合計金額1,000円（税別）以上から承ります。

◆ご注文内容（個人情報の取扱い＊に同意し下記のとおり注文します）
◆発送後の乱丁・落丁本以外の返品、交換はご容赦願いますので、ご確認のうえお申込みください。

●ご注文図書は、すべて発刊され次第、一括送付いたします。＊順次発送は、一発送ごとに送料ご負担となりますのでご了承ください。
送料は、一回の発送ごとの購入総額（税別価格）につき・1,000円以上〜30,000円未満の場合は、一律550円（税込）。　・30,000円以上の場合は小社負担。

図書名 コード 定価（税別） 特別割引価格（税別） 申込部数

1 労働・社会保険法令改正リスト 460602 500 4 5 0
2 育児休業マニュアルシート 480714 450 4 0 5
3 介護休業・介護保険マニュアルシート 480830 450 4 0 5
4 労働保険の事務手続 220412 450 4 0 5
5 社会保険のてびき 200037 2,500 2 , 2 5 0
6 社会保険の事務手続　総合版 220234 1,400 1 , 2 6 0
7 年金相談の手引 300435 4,800 4 , 3 2 0
8 年金のてびき 300534 700 6 3 0
9 年金マニュアルシート 330628 450 4 0 5
10 障害年金マニュアルシート 330903 450 4 0 5
11 遺族年金マニュアルシート 330913 450 4 0 5
12 ライフプランマニュアルシート 450213 450 4 0 5
13 退職者のための健康・雇用保険マニュアルシート 260744 450 4 0 5
14 新入社員マニュアルシート 480778 450 4 0 5
※消費税は別途申し受けます。
※請求書類、払込取扱票をお届けします。払込取扱票にて、コンビニエンスストア・ゆうちょ銀行・郵便局・銀行でお支払いください。

㍿社会保険研究所 〒101-8522　千代田区内神田2-15-9 The Kanda 282
☎03-3252-7901（代）　FAX03-3252-7975
https://www.shaho.co.jp

〈＊社会保険研究所の個人情報の取扱い〉
小社が収集いたしましたお客様の個人情報は厳重に管理させていただきます。お客様の個人情報はご注文の商品の発送および請求事務に使用いたします。また、関連するアフターサービス、新商品のご案内な
ど小社事業活動に使用させていただくことがございます。お客様の個人情報の第３者提供は行いませんが、発送および代金の回収について業務委託をすることがございます。
お客様にはご本人の個人情報について開示を求める権利、および開示の結果、誤りがあった場合の訂正・削除を要求する権利がございます。個人情報に関するお問い合わせ・当該権利の要求等は小社顧客相談
窓口（電話03-3252-7914）までご連絡ください。詳細はホームページ（https://www.shaho.co.jp）をご覧ください。� 個人情報保護管理責任者　松澤　武克

申　込　書
特別斡旋期間　令和７年５月31日まで

㈱社会保険研究所 行
FAX：03-3252-7975

東京社会保険労務士協同組合ご案内

社会保険労務士名・事務所名 申込日　　令和　　　　年　　　　月　　　　日
フリガナ ご担当者

所在地 　 〒 　 　 　 　 　

電　話　　　　　


